
対前年同期増加率の推移（金融業、保険業を除く） （単位：％、億円）◆売上高（金融業、保険業を除く）
製造業、非製造業ともに増収
売上高は、387兆4,182億円で、対前年同期増加率（以下、「増加
率」という）は2.3％となりました。
業種別にみると、製造業は2.8％、非製造業は2.1％となりました。
◆経常利益（金融業、保険業を除く）　
製造業、非製造業ともに増益
経常利益は、27兆4,279億円で、増加率は15.1％となりました。
業種別にみると、製造業は23.0％、非製造業は11.5％となりまし
た。
◆設備投資（金融業、保険業を除く）　
製造業、非製造業ともに増加
設備投資額は、17兆6,628億円で、増加率は6.8％となりました。
業種別にみると、製造業は8.7％、非製造業は5.8％となりました。
なお、ソフトウェア投資額を除いた設備投資額は15兆7,211億円
で、増加率は6.8％となりました。

 ー令和６年１～３月期調査

回答法人数 　22,751社 （18,836社）
回 答 率 　 71.0％     （71.3％）
（　）書きは金融業、保険業を除いた数値です。

財務省法人企業統計調査 　この調査は、統計法に基づく基幹統計として資本金１千万円以上の営利法人等を対象
に、企業活動の短期的動向を把握することを目的として、四半期ごとの仮決算計数を調査
しているものです。
　以下は、令和６年６月３日に発表した令和６年１～３月期の調査結果の概要です。

「法人企業統計調査」は、統計法に基づく基幹統計に指定されており、調査の対象となった
法人様には調査票を提出する義務がございますので、必ず提出期限までに財務省（財務局・
財務事務所）への提出をお願いします。
なお、次回令和６年４～６月期の調査票の提出期限は令和６年８月13日、結果の公表は
令和６年９月２日の予定です。

売上高
　全産業
　　製造業
　　非製造業
経常利益
　全産業
　　製造業
　　非製造業
設備投資
　全産業

　　製造業

　　非製造業

区　分  5.1-3 4-6  7-9 10-12 6.1-3

（注）設備投資の（　）書きは、ソフトウェア投資額を除いたベース。

（実　額）
3,874,182
1,108,928
2,765,255
（実　額）
274,279
92,661
181,618
（実　額）
176,628
(157,211)
59,746
(54,330)
116,882
(102,881)

4.2
3.2
4.6

13.0
19.9
9.5

16.4
(11.7)
20.6
(20.1)
14.2
(7.1)

5.0
3.5
5.6

20.1
△0.9
40.0

3.4
(1.7)
5.5
(5.6)
2.2

(△0.4)

5.8
7.6
5.0

11.6
0.4
19.0

4.5
(4.4)
4.9
(4.0)
4.4
(4.6)

5.0
2.3
6.1

4.3
△15.7
17.2

11.0
(10.0)
11.3
(10.7)
10.8
(9.6)

2.3
2.8
2.1

15.1
23.0
11.5

6.8
(6.8)
8.7
(9.8)
5.8
(5.3)
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一
般
事
業
会
社
向
け
の
ス
テ
ッ
プ
５
に

お
け
る
金
融
商
品
の
減
損
、検
討
開
始

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、金
融
商
品
専
門
委

会　
　
計

去
る
５
月
29
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
２
１
９
回
金
融
商
品

専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
以
下
の
と
お
り
。

金
融
商
品
の
減
損

今
回
は
、
ス
テ
ッ
プ
５
（
一
般
事

業
会
社
に
対
す
る
検
討
）
の
議
論
に

あ
た
り
、
一
般
事
業
会
社
で
の
貸
倒

引
当
金
の
対
象
と
な
る
主
な
資
産
で

あ
る
、
営
業
債
権
、
契
約
資
産
お
よ

び
リ
ー
ス
債
権
に
関
す
る
取
扱
い
に

つ
い
て
検
討
が
行
わ
れ
た
。

こ
れ
ま
で
の
ス
テ
ッ
プ
４
の
議
論

に
お
い
て
ス
テ
ッ
プ
４
を
採
用
す
る

金
融
機
関
の
代
表
者
へ
の
意
見
聴
取

の
実
施
ま
で
の
時
間
を
有
効
活
用
す

る
観
点
か
ら
、
並
行
し
て
、
ス
テ
ッ

プ
５
の
議
論
に
着
手
す
る
も
の
。

⑴　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号「
金
融
商
品
」の

規
定

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
で
は
、
次
の
単
純

化
し
た
ア
プ
ロ
ー
チ
が
定
め
ら
れ
て

い
る
。

①　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号「
顧
客
と
の
契

約
か
ら
生
じ
た
収
益
」か
ら
生
じ

た
営
業
債
権
お
よ
び
契
約
資
産

ア　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
に
従
っ
て
重
要

な
金
融
要
素
を
含
ん
で
い
な
い
場

合（
ま
た
は
実
務
上
の
便
法
を
適

用
す
る
場
合
）

常
に
損
失
評
価
引
当
金
を
全
期
間

の
予
想
信
用
損
失
に
等
し
い
金
額
で

測
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

イ　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
に
従
っ
て
重
要

な
金
融
要
素
を
含
ん
で
い
る
場
合

損
失
評
価
引
当
金
を
全
期
間
の
予

想
信
用
損
失
に
等
し
い
金
額
で
測
定

す
る
こ
と
を
会
計
方
針
と
し
て
選
択

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

②　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号「
リ
ー
ス
」に
基

づ
く
リ
ー
ス
債
権

前
記
①
イ
と
同
様
。

⑵　
事
務
局
案
と
専
門
委
員
の
意
見

事
務
局
か
ら
、
ス
テ
ッ
プ
５
を
採

用
す
る
一
般
事
業
会
社
に
お
け
る
営

業
債
権
、
契
約
資
産
お
よ
び
リ
ー
ス

債
権
の
取
扱
い
と
し
て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

９
号
の
単
純
化
し
た
ア
プ
ロ
ー
チ
の

定
め
を
取
り
入
れ
る
案
が
示
さ
れ
た
。

専
門
委
員
か
ら
、
方
向
性
に
同
意

す
る
意
見
が
多
く
聞
か
れ
た
。

ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
（
Ｖ
Ｃ
）

フ
ァ
ン
ド
の
出
資
持
分

第
５
２
５
回
親
委
員
会
お
よ
び
第

２
１
７
回
専
門
委
員
会
（
２
０
２
４

年
６
月
１
日
号
（
№
１
７
１
１
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
で
議
論
さ

れ
た
組
合
等
の
会
計
処
理
に
関
す
る

時
価
評
価
（
評
価
差
額
は
そ
の
他
の

包
括
利
益
）
す
る
オ
プ
シ
ョ
ン
の
適

用
単
位
に
つ
い
て
、
聞
か
れ
た
意
見

に
対
す
る
再
提
案
が
審
議
さ
れ
た
。

事
務
局
か
ら
、
当
初
の
「
一
定
の

要
件
を
満
た
す
組
合
等
の
構
成
要
素

で
あ
る
市
場
価
格
の
な
い
株
式
に
つ

い
て
、
会
計
方
針
の
選
択
と
し
て
、

時
価
評
価
オ
プ
シ
ョ
ン
を
設
け
る
」

と
す
る
案
に
代
わ
り
、
次
の
再
提
案

が
示
さ
れ
た
。

・
時
価
評
価
オ
プ
シ
ョ
ン
の
適
用
単

位
を
「
組
合
等
（
フ
ァ
ン
ド
）
の

単
位
」
で
の
選
択
と
し
、
企
業
自

身
が
定
め
た
一
定
の
方
法
に
基
づ

い
て
組
合
等
を
グ
ル
ー
ピ
ン
グ
し

た
う
え
で
、
グ
ル
ー
ピ
ン
グ
さ
れ

た
組
合
等
の
単
位
で
時
価
評
価
オ

プ
シ
ョ
ン
を
適
用
す
る
こ
と
を
選

択
可
能
と
す
る
。

・
こ
の
場
合
、
時
価
評
価
オ
プ
シ
ョ

ン
は
、
当
初
認
識
時
に
取
消
不
能

の
選
択
と
す
る
。

専
門
委
員
か
ら
は
「
一
律
に
会
計

方
針
の
選
択
と
さ
れ
る
と
実
際
に
使

え
な
い
の
で
、現
実
的
な
案
」
な
ど
、

賛
意
が
多
く
聞
か
れ
た
。
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会
計・監
査・開
示

〝
来
し
方
行
く
末
〟

上
場
企
業
に
対
す
る
規
制
等
②
―
７

～
金
融
商
品
取
引
法（
開
示
規
制
⑸
）～

公
認
会
計
士 

市
川　

育
義

今
回
は
、
フ
ェ
ア・デ
ィ
ス
ク
ロ
ー

ジ
ャ
ー
・
ル
ー
ル
（
Ｆ
Ｄ
ル
ー
ル
）

を
取
り
上
げ
る
。

⑴　
制
度
化
の
経
緯

上
場
企
業
に
つ
い
て
、
法
定
開
示

書
類
で
あ
る
有
価
証
券
届
出
書
や
有

価
証
券
報
告
書
等
の
提
出
を
求
め
る

な
ど
、
投
資
者
に
対
す
る
一
定
の
情

報
提
供
を
義
務
化
し
た
と
し
て
も
、

業
務
上
、
証
券
会
社
の
ア
ナ
リ
ス
ト

等
に
対
し
て
内
部
情
報
を
伝
達
し
て

し
ま
っ
て
は
、
内
部
情
報
を
顧
客
に

提
供
し
て
勧
誘
す
る
余
地
を
残
す
こ

と
や
、
顧
客
と
し
て
も
内
部
情
報
を

期
待
す
る
な
ど
、
情
報
開
示
と
し
て

公
平
性
を
欠
き
、
健
全
な
資
本
市
場

の
発
展
を
妨
げ
る
こ
と
と
な
る
。

こ
の
た
め
、
上
場
企
業
に
対
し
公

平
な
情
報
開
示
を
求
め
る
Ｆ
Ｄ
ル
ー

ル
が
、
２
０
１
７
年
の
金
融
商
品
取

引
法
の
改
正
に
よ
り
制
度
化
さ
れ

た
。
Ｆ
Ｄ
ル
ー
ル
は
、
企
業
が
、
未

公
表
の
重
要
情
報
（
決
算
情
報
な
ど
）

を
証
券
ア
ナ
リ
ス
ト
な
ど
に
提
供
し

た
場
合
、
速
や
か
に
他
の
投
資
者
に

も
公
平
に
情
報
提
供
す
る
こ
と
を
求

め
る
も
の
で
あ
る
。

⑵　
重
要
情
報
と
は

Ｆ
Ｄ
ル
ー
ル
の
対
象
と
な
る
「
重

要
情
報
」
は
、「
当
該
上
場
会
社
等
の

運
営
、
業
務
又
は
財
産
に
関
す
る
公

表
さ
れ
て
い
な
い
重
要
な
情
報
で
あ

つ
て
、
投
資
者
の
投
資
判
断
に
重
要

な
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
」
と
定
義
さ

れ
て
い
る
が
（
金
商
法
27
の
36
①
）、

こ
れ
だ
け
で
は
実
務
上
の
対
応
は
困

難
な
こ
と
か
ら
、金
融
庁
は
「
フ
ェ
ア・

デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
・
ル
ー
ル
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」（
以
下
、「
本
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」）
を
公
表
し
て
い
る
。

本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
問
２
に
お
い

て
は
、
次
の
と
お
り
、
重
要
情
報
の

管
理
方
法
が
示
さ
れ
て
い
る
が
、
こ

の
う
ち
最
低
限
の
情
報
管
理
の
範
囲

は
②
と
さ
れ
て
い
る
。

①　
諸
外
国
の
ル
ー
ル
も
念
頭
に
、

何
が
有
価
証
券
の
価
額
に
重
要

な
影
響
を
及
ぼ
し
得
る
情
報
か

独
自
の
基
準
を
設
け
て
Ｉ
Ｒ
実

務
を
行
っ
て
い
る
グ
ロ
ー
バ
ル

企
業
は
、
そ
の
基
準
を
用
い
て

管
理
す
る
。

②　

現
在
の
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引

規
制
等
に
沿
っ
て
Ｉ
Ｒ
実
務
を

行
っ
て
い
る
企
業
に
つ
い
て
は
、

当
面
、「
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
規

制
の
対
象
と
な
る
情
報
」
お
よ
び

「
決
算
情
報
で
あ
っ
て
、
有
価
証

券
の
価
額
に
重
要
な
影
響
を
与

え
る
情
報
」
を
管
理
す
る 

。

③　
仮
に
決
算
情
報
の
う
ち
何
が

有
価
証
券
の
価
額
に
重
要
な
影

響
を
与
え
る
の
か
判
断
が
難
し

い
企
業
に
つ
い
て
は
、
イ
ン
サ

イ
ダ
ー
取
引
規
制
の
対
象
と
な

る
情
報
と
、
公
表
前
の
確
定
的

な
決
算
情
報
を
す
べ
て
本
ル
ー

ル
の
対
象
と
し
て
管
理
す
る
。

⑶　
実
務
上
の
対
応

Ｆ
Ｄ
ル
ー
ル
は
、
未
公
表
の
確
定

的
な
情
報
で
あ
っ
て
、
公
表
さ
れ
れ

ば
有
価
証
券
の
価
額
に
重
要
な
影
響

を
及
ぼ
す
蓋
然
性
の
あ
る
情
報
を
対

象
と
す
る
も
の
と
さ
れ
、
た
と
え
ば
、

今
後
の
中
長
期
的
な
企
業
戦
略
・
計

画
等
に
関
す
る
経
営
者
と
投
資
家
と

の
建
設
的
な
議
論
の
な
か
で
交
わ
さ

れ
る
情
報
は
、
一
般
的
に
は
そ
れ
自

体
で
は
本
ル
ー
ル
の
対
象
と
な
る
情

報
に
該
当
し
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

た
だ
し
、
該
当
す
る
可
能
性
は
あ
り
、

運
用
に
あ
た
っ
て
は
注
意
が
必
要
で

あ
る
（
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
問
４
）。

い
ず
れ
に
し
て
も
、「
重
要
情
報
」

に
つ
い
て
明
確
な
判
定
基
準
は
な
い

た
め
、
現
状
、
多
く
の
会
社
で
は
、

ミ
ニ
マ
ム
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
と
い
え
る

前
記
②
の
方
法
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
、

機
関
投
資
家
等
と
の
対
話
の
重
要
性

が
こ
れ
ま
で
以
上
に
強
調
さ
れ
る
な

か
で
、
建
設
的
な
対
話
に
支
障
が
出

な
い
よ
う
、
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス

を
積
み
上
げ
る
努
力
を
重
ね
て
い
る

と
こ
ろ
か
と
思
わ
れ
る
。

貸
手
の
基
本
と
な
る
会
計
処
理
、検
討

進
む
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、リ
ー
ス
会
計
専
門
委

会　
　
計

去
る
６
月
３
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
１
５
０
回
リ
ー
ス
会

計
専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

前
回
（
２
０
２
４
年
６
月
10
日
号

（
№
１
７
１
２
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス

ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、
企
業
会
計

基
準
公
開
草
案
73
号
「
リ
ー
ス
に
関

す
る
会
計
基
準
（
案
）」
等
に
寄
せ

ら
れ
た
コ
メ
ン
ト
へ
の
対
応
の
方

向
性
と
個
別
事
項
に
つ
い
て
、
審
議

が
行
わ
れ
た
。

貸
手
の
基
本
と
な
る
会
計
処
理（
文

案
の
検
討
）

第
５
２
５
回
親
委
員
会
お
よ
び
第

１
４
８
回
リ
ー
ス
会
計
専
門
委
員

会
に
お
い
て
、
貸
手
の
基
本
と
な
る

会
計
処
理
の
文
案
に
つ
い
て
次
の

意
見
が
聞
か
れ
て
い
た
。

⑴　

第
１
法
と
第
３
法
の
適
用
区

分
の
見
直
し

リ
ー
ス
取
引
開
始
日
に
売
上
高
と

売
上
原
価
を
計
上
す
る
方
法
（
第
１

法
）
と
売
上
高
を
計
上
せ
ず
に
利
息

相
当
額
を
各
期
へ
配
分
す
る
方
法

（
第
３
法
）
の
適
用
関
係
に
つ
い
て

主
に
次
の
意
見
が
聞
か
れ
て
い
た
。

適
用
区
分
を
、
第
１
法
は
「
製
造

又
は
販
売
を
事
業
と
す
る
貸
手
が
主

た
る
事
業
の
一
環
で
行
う
リ
ー
ス
」、

第
３
法
は
「
そ
れ
以
外
の
リ
ー
ス
」

と
し
て
い
る
が
、
第
１
法
を
適
用
す

る
リ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
主
た
る
事

業
が
販
売
ま
た
は
製
造
に
関
わ
る
も

の
で
あ
る
こ
と
を
明
確
化
に
す
べ
き

で
あ
る
。

そ
こ
で
事
務
局
か
ら
、
第
１
法
の

リ
ー
ス
は
、
製
造
業
者
ま
た
は
販
売

業
者
で
あ
る
貸
手
が
事
業
の
一
環
で

リ
ー
ス
を
行
う
こ
と
を
想
定
し
て
お

り
、
ま
た
、
こ
れ
ま
で
用
い
て
い

た
「
主
た
る
」
と
い
う
用
語
を
外
す

こ
と
も
委
員
か
ら
聞
か
れ
て
い
た
た

め
、「
製
造
又
は
販
売
を
事
業
と
す

る
貸
手
が
当
該
事
業
の
一
環
で
行
う

リ
ー
ス
」
の
記
載
と
す
る
提
案
が
さ

れ
た
。

専
門
委
員
か
ら
は
、
異
論
は
聞
か

れ
な
か
っ
た
。

⑵　
販
売
益
相
当
額
が
生
じ
る
場
合

の
会
計
処
理
の
定
め

販
売
益
相
当
額
が
生
じ
る
場
合
の

会
計
処
理
を
明
確
化
す
る
に
あ
た
っ

て
、
次
の
意
見
が
聞
か
れ
て
い
る
。
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金
融
商
品
の
分
類・測
定
に
関
す
る
改

訂
、公
表
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

①　
第
３
法
を
適
用
す
る
企
業
に
お

い
て
は
、
現
金
購
入
価
額
と
現
金

販
売
価
額
に
差
が
な
い
想
定
の
取

引
を
主
た
る
定
め
と
し
て
記
載
す

る
ほ
う
が
、
現
行
の
企
業
会
計
基

準
適
用
指
針
16
号
と
の
関
係
か
ら

適
切
で
あ
る
。

②　
第
３
法
を
適
用
す
る
企
業
に
お

い
て
販
売
益
相
当
額
が
生
じ
る
こ

と
を
前
提
に
会
計
処
理
を
定
め
る

の
で
あ
れ
ば
、
現
金
購
入
価
額
と

現
金
販
売
価
額
に
差
が
な
い
想
定

の
取
引
を
主
た
る
定
め
と
し
て
記

載
す
べ
き
で
あ
る
。

事
務
局
は
、
次
の
２
案
を
提
示
し

た
。

（
案
１
）
貸
手
の
現
金
購
入
価
額
と
借

手
に
対
す
る
現
金
販
売
価
額
に
差

が
な
い
処
理
を
定
め
た
う
え
で
、

販
売
益
相
当
額
が
生
じ
る
場
合
の

会
計
処
理
を
別
途
定
め
る
。

（
案
２
）
原
資
産
の
販
売
に
係
る
収
益

と
利
息
相
当
額
を
収
益
に
計
上
す

る
の
か
、
貸
手
の
リ
ー
ス
料
を
元

本
相
当
額
と
利
息
相
当
額
お
よ
び

販
売
益
相
当
額
に
分
け
た
う
え
で

当
該
利
息
相
当
額
お
よ
び
販
売
益

相
当
額
を
収
益
に
計
上
す
る
の
か

で
会
計
処
理
を
定
め
る
（
前
回
ま

で
の
事
務
局
案
）。

専
門
委
員
か
ら
は
、
案
１
へ
の
賛

意
が
多
く
聞
か
れ
た
。

経
過
措
置

現
行
の
企
業
会
計
基
準
13
号
等
に

お
い
て
利
子
込
法
で
処
理
し
て
い
た

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
に
つ
い
て
、

本
適
用
指
針
案
116
項
を
適
用
し
て
前

事
業
年
度
末
の
帳
簿
価
額
を
使
用
権

資
産
の
期
首
の
帳
簿
価
額
と
す
る
場

合
、
本
会
計
基
準
案
等
の
適
用
後
に

お
い
て
も
利
子
込
法
で
の
計
上
を
継

続
す
る
こ
と
を
検
討
す
べ
き
と
の
意

見
が
聞
か
れ
て
い
た
。

事
務
局
は
、
適
用
初
年
度
の
期
首

に
利
子
込
法
で
計
上
し
た
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
・
リ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
本
会

計
基
準
案
等
の
適
用
後
、
本
適
用
指

針
案
37
項
お
よ
び
38
項
に
従
っ
て
判

断
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
使
用
権

資
産
総
額
の
重
要
性
が
高
ま
っ
た
場

合
に
は
利
子
抜
法
へ
変
更
す
る
必
要

が
あ
る
と
し
た
。

事
務
局
は
、
利
子
抜
法
へ
の
変
更

を
求
め
る
か
否
か
に
つ
い
て
「
本
適

用
指
針
案
116
項
の
経
過
措
置
を
適
用

し
適
用
初
年
度
に
お
い
て
利
子
込
法

に
よ
り
計
上
し
た
借
手
の
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
・
リ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
10
％

基
準
を
超
え
た
と
し
て
も
見
直
し
は

不
要
と
す
る
」
案
を
示
し
た
。

専
門
委
員
か
ら
は
賛
意
が
聞
か
れ

た
。

去
る
５
月
30
日
、
国
際
会
計
基
準

審
議
会
（
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
）
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
９
号
「
金
融
商
品
」
の
分
類
お
よ

び
測
定
に
関
し
て
部
分
的
に
変
更
す

る
改
訂
基
準
を
公
表
し
た
。

改
訂
の
経
緯

当
該
改
訂
は
、
基
準
の
定
め
を
よ

り
理
解
し
や
す
く
、
一
貫
し
た
も
の

に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
実
務
に
お
け

る
会
計
処
理
の
ば
ら
つ
き
に
対
処
す

る
こ
と
が
目
的
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
は
、
２
０
２
２
年
12
月
に

完
了
し
た
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
に
お
け

る
分
類
お
よ
び
測
定
の
適
用
後
レ

ビ
ュ
ー
か
ら
受
け
た
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ

ク
に
対
応
す
る
も
の
で
あ
る
。

改
訂
の
内
容

改
訂
基
準
の
主
な
内
容
は
次
の
と

お
り
で
あ
る
。

⑴　
Ｅ
Ｓ
Ｇ
や
そ
れ
に
類
似
す
る
要

素
を
含
む
金
融
資
産
の
分
類
の
明

確
化

Ｅ
Ｓ
Ｇ
に
リ
ン
ク
し
た
特
徴
は
、

そ
れ
が
組
み
込
ま
れ
た
ロ
ー
ン
の
償

却
原
価
ま
た
は
公
正
価
値
の
分
類
に

影
響
を
与
え
る
か
、
す
な
わ
ち
、
そ

の
よ
う
な
特
徴
を
持
つ
ロ
ー
ン
に
関

し
て
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
が
元

本
と
利
息
の
み
の
契
約
上
の
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
か
ら
構
成
さ
れ
る
と

い
う
判
断
を
ど
の
よ
う
に
適
用
す
べ

き
か
と
い
う
問
題
に
対
処
さ
れ
て
い

る
。

⑵　
電
子
支
払
シ
ス
テ
ム
を
通
じ
た

負
債
の
決
済

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
認
識
の
中
止
の

定
め
が
、
電
子
送
金
を
通
じ
て
金
融

資
産
や
金
融
負
債
の
決
済
に
ど
の
よ

う
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
か
と
い
う
問

題
が
提
起
さ
れ
て
い
た
。

改
訂
基
準
は
、
こ
れ
ら
が
ど
の
日

に
認
識
の
中
止
の
会
計
処
理
が
さ
れ

る
か
を
明
確
に
し
て
お
り
、
原
則
と

し
て
は
決
済
日
に
金
融
負
債
の
認
識

の
中
止
を
行
う
が
、
特
定
の
要
件
が

満
た
さ
れ
た
場
合
に
は
、
決
済
日
よ

り
前
に
金
融
負
債
の
認
識
の
中
止
を

行
う
こ
と
を
認
め
る
よ
う
な
会
計
方

針
の
選
択
肢
を
定
め
て
い
る
。

適
用
関
係

前
記
の
改
訂
は
、
２
０
２
６
年
１

月
１
日
以
降
開
始
す
る
報
告
期
間
か

ら
開
始
さ
れ
る
が
、
早
期
適
用
も
認

め
ら
れ
て
い
る
。

経理用語の豆知識
取得関連費用の会計処理

企業結合における取得関連費用（外部のアドバイザリー
等に支払った特定の報酬・手数料等）は、連結財務諸表に
おいては発生した事業年度に費用として処理する。国際的
な会計基準に基づく財務諸表との比較可能性を改善する
観点から費用処理としている。
個別財務諸表における子会社株式の取得原価は、金融
商品会計基準等に従って算定することに留意するものとさ
れている。取得原価には、取得にあたって支払った対価に
手数料その他の付随費用を加算したものとされており、取
得関連費用も付随費用と認められるものは取得原価に含
まれる。
個別財務諸表上子会社株式の取得原価に含まれている
付随費用を、連結財務諸表上費用処理する扱いは連結修
正手続により行い、その差額は連結財務諸表固有の一時
差異に該当し、税効果会計の対象になる。段階取得により
支配を獲得した場合には、段階取得による損益として処理
することになる。
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2024年
5月27日

会計制度委員会報告
７号「連結財務諸表に
おける資本連結手続
に関する実務指針」の
改正

JICPA

ASBJが企業会計基準33号「中間財務諸表に関する会計基準」等を公表したことに伴い、
改正を行うもの。資本連結実務指針７項で、支配獲得日としての決算日には四半期決算日
または中間決算日が含まれるとしているところ、「その他の適切に決算が行われた日」に
ついても決算日に含まれることを明確化している。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20240527ruy.html

―

2024年
5月31日

グロース市場の機能
発揮に向けた対応に
ついて

東証

「市場区分の見直しに関するフォローアップ会議」における議論を踏まえ、グロース市場
への新規上場時において、上場後の成長戦略に照らしたIPOの目的を開示するなどの情報
開示の強化等を要請するもの。上場準備会社からよく相談される、または上場審査の取扱
いが誤解されているテーマに関して、東証の考え方を示した「上場審査に関するFAQ集」
も公表されている。
https://www.jpx.co.jp/news/1020/20240531-01.html

―

４
月
の
Ｐ
Ｃ
Ｅ
と
雇
用
統
計
が
示
す

Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
金
融
政
策

金　
　
融

日
本
の
投
資
家
を
悩
ま
す
金
利・為
替

相
場
の
動
向

証　
　
券

米
商
務
省
は
５
月
31
日
、
４
月
の

米
個
人
消
費
支
出
（
Ｐ
Ｃ
Ｅ
）
に
関

す
る
デ
ー
タ
を
発
表
し
た
。
そ
れ
に

よ
る
と
、
Ｐ
Ｃ
Ｅ
総
合
価
格
指
数
は

前
年
同
月
比
で
２
・
７
％
上
昇
し
、

同
コ
ア
（
食
品
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除

く
）
価
格
指
数
は
２
・
８
％
の
上
昇

だ
っ
た
。
前
月
比
で
は
、
総
合
指
数

が
０
・
３
％
上
昇
、
コ
ア
指
数
が
０
・

２
％
上
昇
だ
っ
た
。

こ
の
Ｐ
Ｃ
Ｅ
物
価
指
数
は
年
初
か

ら
お
お
む
ね
横
ば
い
で
あ
り
、
明
確

な
ト
レ
ン
ド
は
み
ら
れ
な
い
。
米
連

邦
準
備
制
度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
の

ウ
ォ
ー
ラ
ー
理
事
の
先
月
の
発
言
を

考
慮
す
る
と
、
市
場
は
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
利

下
げ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
注
目
し
て
い

る
。
Ｐ
Ｃ
Ｅ
物
価
指
数
が
大
幅
に
上

昇
し
な
い
限
り
、
利
下
げ
シ
ナ
リ
オ

に
変
化
は
な
い
だ
ろ
う
。
特
に
コ
ア

Ｐ
Ｃ
Ｅ
の
安
定
は
、
た
だ
ち
に
金
融

引
締
め
を
強
化
す
る
必
要
性
が
低
い

こ
と
を
示
し
て
い
る
。

５
月
に
発
表
さ
れ
た
雇
用
統
計
に

よ
れ
ば
、
失
業
率
は
３・９
％
で
安
定

し
て
お
り
、
非
農
業
部
門
の
雇
用
者

数
は
17
万
５
、０
０
０
人
増
加
し
た
。

ヘ
ル
ス
ケ
ア
や
社
会
福
祉
、
運
輸
・

倉
庫
な
ど
の
産
業
で
の
雇
用
増
加
が

全
体
を
支
え
て
い
る
。
特
に
、
ヘ
ル

ス
ケ
ア
分
野
で
は
５
万
６
、０
０
０

人
の
雇
用
増
加
が
み
ら
れ
た
。
雇
用

者
の
増
加
は
、
こ
れ
ら
の
セ
ク
タ
ー

で
の
需
要
の
高
ま
り
を
反
映
し
て
い

る
。こ

う
し
た
デ
ー
タ
を
総
合
す
る

と
、
イ
ン
フ
レ
が
急
激
に
加
速
し
て

い
る
兆
候
は
み
ら
れ
ず
、
雇
用
市
場

は
安
定
し
て
い
る
。
Ｐ
Ｃ
Ｅ
デ
ー
タ

が
示
す
よ
う
に
、
物
価
上
昇
率
が
目

標
を
大
き
く
上
回
ら
な
い
限
り
、
Ｆ

Ｒ
Ｂ
が
利
下
げ
を
行
う
余
地
が
あ
る

と
市
場
は
み
て
い
る
。
こ
れ
は
、
現

在
の
経
済
状
況
下
で
経
済
成
長
を
支

え
る
た
め
の
適
切
な
措
置
で
あ
る
。

　

現
在
の
Ｐ
Ｃ
Ｅ
と
雇
用
デ
ー
タ
か

ら
判
断
す
る
と
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
た
だ
ち

に
利
上
げ
に
踏
み
切
る
可
能
性
は
低

く
、
市
場
の
利
下
げ
期
待
は
続
く
と

み
ら
れ
る
。
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
イ
ン
フ
レ
と

経
済
成
長
の
バ
ラ
ン
ス
を
取
り
な
が

ら
、
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
政
策
を

調
整
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
こ

の
結
果
、
持
続
可
能
な
経
済
成
長
と

物
価
の
安
定
が
実
現
さ
れ
る
こ
と
を

期
待
し
た
い
。

５
月
の
日
本
株
価
は
文
字
ど
お
り

一
進
一
退
、
５
月
末
の
日
経
平
均
は

４
月
末
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
っ
た
。
こ

の
背
景
に
は
投
資
家
が
株
式
市
場
動

向
の
予
想
に
自
信
を
持
て
な
か
っ
た

こ
と
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
日
銀

総
裁
が
金
利
に
つ
い
て
発
言
す
る

と
、
利
上
げ
を
仄
め
か
し
た
と
受
け

止
め
ら
れ
、
そ
の
結
果
、
株
売
り
へ

動
い
た
投
資
家
が
多
か
っ
た
よ
う

だ
。
長
年
、
超
低
金
利
に
慣
れ
て
し

ま
い
、
わ
ず
か
な
金
利
上
昇
も
怖
く

感
じ
て
し
ま
う
の
か
も
し
れ
な
い
。

５
月
は
３
月
期
決
算
会
社
が
２
０

２
３
年
度
の
業
績
、
２
０
２
４
年
度

の
業
績
予
想
を
発
表
し
た
。
業
績
好

調
が
伝
え
ら
れ
る
企
業
が
多
か
っ
た

た
め
、
株
価
へ
の
好
影
響
が
期
待
さ

れ
た
が
、
空
振
り
に
終
わ
っ
た
。
と

い
う
の
も
、
２
０
２
４
年
度
予
想
の

全
産
業
の
最
終
利
益
は
小
幅
マ
イ
ナ

ス
だ
っ
た
た
め
、
株
価
上
昇
の
支
援

材
料
と
な
ら
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

し
か
し
、
ア
ナ
リ
ス
ト
の
み
る
と

こ
ろ
、
企
業
の
業
績
予
想
は
保
守
的

だ
と
い
う
。
一
番
の
問
題
は
収
益

計
算
の
前
提
条
件
で
あ
る
円
相
場

の
想
定
で
あ
る
。
多
く
の
企
業
は

２
０
２
４
年
度
の
円
相
場
を
１
ド
ル

＝
１
４
０
～
１
４
５
円
と
、
足
元
よ

り
か
な
り
円
高
に
な
る
と
予
想
し
て

お
り
、
そ
の
分
収
益
が
悪
化
し
て
、

最
終
利
益
も
マ
イ
ナ
ス
に
な
る
こ
と

を
考
え
て
い
る
よ
う
だ
。

こ
の
よ
う
に
、
２
０
２
４
年
度
の

企
業
収
益
は
円
相
場
次
第
と
い
っ
て

よ
い
が
、
さ
ら
に
円
相
場
が
日
米
の

金
融
政
策
と
関
連
し
て
動
く
と
考
え

ら
れ
る
た
め
、
投
資
家
に
と
っ
て
方

向
感
を
つ
か
む
こ
と
が
難
し
い
。
こ

の
た
め
、
投
資
家
が
株
式
投
資
に
消

極
的
に
な
る
か
も
し
れ
な
い
。

現
在
、
日
米
の
中
央
銀
行
は
金
融

政
策
の
運
営
に
苦
心
を
重
ね
て
い
る
。

主
導
権
を
握
る
の
は
米
連
邦
準
備
制

度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
だ
が
、
政
策

手
腕
を
評
価
さ
れ
る
Ｆ
Ｒ
Ｂ
も
米
国

の
イ
ン
フ
レ
や
実
体
経
済
の
実
勢
の

把
握
に
手
を
焼
い
て
い
る
よ
う
だ
。

米
国
の
利
下
げ
、
日
本
の
利
上
げ

の
呼
吸
が
う
ま
く
合
っ
て
為
替
相
場

へ
の
影
響
が
最
小
限
に
と
ど
ま
り
、

円
・
ド
ル
相
場
が
落
ち
着
き
ど
こ
ろ

を
見
出
す
こ
と
が
で
き
た
ら
、
日
本

の
投
資
家
も
自
信
を
持
っ
て
株
式
投

資
に
参
加
で
き
る
だ
ろ
う
。


